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2018 年 4 月 9 日  
 

経済レポート  
 

2018 年夏のボーナス見通し 
 

～企業業績が拡大する中、3 年連続の増加が見込まれる～  
 

調査部  土志田るり子  
 

○  2018 年夏の民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人以上）のボーナスは、前年比＋ 1.2％

と 3 年連続で増加すると予測する。内外景気の回復を背景に企業業績の拡大が続いて

いることに加え、人手不足感が一段と強まっていることが押し上げ要因となる。  

○  雇用者数の増加が続いており、ボーナスが支給される事業所で働く労働者の数も増加

が見込まれる。夏のボーナスの支給労働者数は 4,172 万人（前年比＋ 3.2％）に増加し、

支給労働者割合も 82.2％（前年差＋ 0.5％ポイント）に上昇しよう。また、ボーナスの

支給総額は 15.5 兆円（前年比＋ 4.5％）に増加する見通しである。支給総額が増加す

ることは個人消費にとって追い風となるだろう。  

○  2018 年夏の国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）のボーナス（期末・

勤勉手当）の平均支給額は 65 万 5,735 円（前年比＋ 2.1％）に増加すると予測する。

人事院勧告による基本給の増加や、ボーナス支給月数の増加などが引き続き支給額を

押し上げる要因となる。  

 

 2018 年夏のボーナス見通し  

（円） 前年比（％） （万人） 前年比（％） （兆円） 前年比（％）

民間企業 371,010 1.2 4,172 3.2 15.5 4.5

製造業 509,931 2.3 712 1.2 3.6 3.5

非製造業 342,442 1.1 3,460 3.6 11.8 4.8

国家公務員 655,735 2.1

(注2)国家公務員は、管理職および非常勤を除く一般行政職の平均

(注4)支給総額は一人平均支給額に支給労働者数を掛け合わせた値

(出所)厚生労働省「毎月勤労統計」、内閣人事局資料などをもとに当社予測。

一人平均支給額 支給労働者数 支給総額

(注1)民間企業（調査産業計・事業所規模5人以上）は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の

(注1)支給を受けていない労働者も含む）の平均

(注3)支給労働者数は、賞与を支給する事業所で働く全常用労働者（当該事業所で賞与の支給を受けていない労働者

(注3)も含む）の数。
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１． 2017 年 冬のボーナス～一人あたり平均支給額は増加  

 

4 月 6 日 に 発 表 さ れ た 厚 生 労 働 省「 毎 月 勤 労 統 計 調 査 」に よ る と 、民 間 企 業（ 調 査

産 業 計 ・ 事 業 所 規 模 5 人 以 上 ） に お け る 2017 年 冬 の ボ ー ナ ス の 一 人 あ た り 平 均 支 給

額 は 38 万 654 円 （ 前 年 比 ＋ 2.8％ ） と 増 加 し た （ 図 表 1）。 16 年 度 下 期 以 降 の 企 業 業

績 の 改 善 を 反 映 し た も の と み ら れ 、3 年 ぶ り の 増 加 と な っ た 。業 種 別 で は 、製 造 業（ 前

年 比 ＋ 3.8％ ）、 非 製 造 業 1（ 同 ＋ 2.5％ ） と も 増 加 し た 。非 製 造 業 の 中 で は 、「 飲 食 サ

ー ビ ス 業 等 」（ 前 年 比 ＋ 11.0％ ） や 「 建 設 業 」（ 同 ＋ 4.9％ ） な ど の 業 種 で 増 加 が 目 立

っ た 。  

17 年 夏 に は 、 中 小 企 業 で 一 人 あ た り 平 均 支 給 額 が 前 年 比 プ ラ ス と な っ た 一 方 、 大

企 業 で は マ イ ナ ス と な っ た が 、 17 年 冬 に つ い て も 中 小 企 業 に 業 績 拡 大 の 効 果 が 波 及

し て い る 状 況 は 変 わ ら ず 、 伸 び 幅 は 大 企 業 よ り も 中 小 企 業 で 大 き か っ た 。  

 ボ ー ナ ス 支 給 月 数（ 所 定 内 給 与 に 対 す る 比 率 ）は 1.12 ヶ 月 分（ 前 年 差 ＋ 0. 03 ヶ 月 ）

と 増 加 し た 。 一 方 、 ボ ー ナ ス が 支 給 さ れ た 事 業 所 で 働 く 労 働 者 の 割 合 は 83.3％ （ 前

年 差 － 1.5％ ） と 低 下 し た 。  

し か し 、雇 用 者 の 増 加 が 続 く 中 で 、ボ ー ナ ス が 支 給 さ れ た 事 業 所 で 働 く 労 働 者 の 数

そ の も の は 前 年 比 ＋ 0.7％ 2と 増 加 し 、 冬 の ボ ー ナ ス の 支 給 総 額 3（ 一人あたり平均支

給額×支給労働者数） は 15.8 兆 円 （ 前 年 比 ＋ 3.5％ ） と 前 年 を 上 回 っ た 。  

家 計 部 門 全 体 で み る と 冬 の ボ ー ナ ス は 堅 調 に 増 加 し て お り 、個 人 消 費 を 取 り 巻 く 環

境 は 改 善 し て い た と 考 え ら れ る 。  

 

 図 表 1． 冬 の ボ ー ナ ス 実 績 ： 平 均 支 給 額 （ 前 年 比 ） と 支 給 月 数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
 
1  調査産業計 と製造業の結果 をもとに当 社で試算 したもの。  
2  支給事業所に雇用 される労働者の割合 と常用労働者の 2 01 7 年 1 2 月の実績 をもとに当 社で試算 したもの。  
3  一人あたり平均支給額 と支給事業所に雇用 される労働者の数 を掛け合わせることで計算 したもの。  
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２． 2018 年 夏のボーナスを取り巻く環境  

～企業業績は堅調、労働需給は一段とひっ迫  

 

2 0 17 年 10～ 12 月 期 の 実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率 が 前 期 比 ＋ 0.4％ （ 年 率 ＋ 1.2％ ） と 8 四 半

期 連 続 の プ ラ ス と な る な ど 、日 本 経 済 は 回 復 が 続 い て い る 。個 人 消 費 は 、雇 用 者 の 増

加 に よ っ て 家 計 部 門 全 体 で の 所 得 が 増 加 し て い る こ と な ど を 背 景 に 持 ち 直 し て い る 。

ま た 、設 備 投 資 は 、企 業 業 績 の 拡 大 に 加 え 、人 手 不 足 の 深 刻 化 を 背 景 に 省 人 化 や 情 報

化 の た め の 投 資 の ニ ー ズ が 高 ま っ て い る こ と に よ り 増 加 基 調 が 維 持 さ れ て い る 。さ ら

に 輸 出 も 、海 外 景 気 の 回 復 を 背 景 に 、ス マ ー ト フ ォ ン 関 連 財 、一 般 機 械 類 、自 動 車 な

ど が 伸 び 、 堅 調 に 増 加 し て い る 。  

内 外 景 気 の 回 復 に よ り 、企 業 の 経 常 利 益 は 増 加 が 続 い て い る 。財 務 省「 法 人 企 業 統

計 」 に よ る と 、 17 年 10～ 12 月 期 の 経 常 利 益 は 前 年 比 ＋ 0.9％ と 増 加 し た （ 図 表 2）。

非 製 造 業 で は 前 年 比 横 ば い に と ど ま っ た も の の 、 製 造 業 で は （ 同 ＋ 2.5％ ） と 、 海 外

需 要 の 強 い 「 生 産 用 機 械 」 や 「 電 気 機 械 」 な ど の 業 種 を 中 心 に 増 加 し た 。  

雇 用 情 勢 に 目 を 移 す と 、 企 業 活 動 の 活 発 化 に 加 え 、 趨 勢 的 な 生 産 年 齢 人 口 （ 15 歳

～ 64 歳 ） の 減 少 や 残 業 時 間 の 短 縮 な ど の 要 因 に よ り 、 労 働 需 給 は 一 段 と タ イ ト に な

っ て い る 。女 性 や 高 齢 者 の 労 働 参 加 の 進 展 で 就 業 者 数 が 大 き く 増 加 し 、完 全 失 業 率 は

足 元 で 2.5％ 前 後 ま で 低 下 し て い る 。  

労 働 需 給 の ひ っ 迫 を 反 映 し 、 パ ー ト の 時 間 当 た り 給 与 は 前 年 比 ＋ 2.0％ 前 後 の 伸 び

と な っ て い る 。 一 方 、 賃 上 げ に 労 使 交 渉 が 必 要 な 一 般 労 働 者 の 所 定 内 給 与 は 、 同 ＋

1.0％ に 満 た な い 水 準 が 続 い て き た が 、 18 年 の 春 闘 で は 5 年 連 続 の ベ ー ス ア ッ プ が 実

現 し た と み ら れ 、ボ ー ナ ス の 算 定 基 準 と な る 基 本 給 の 増 加 を 通 じ て ボ ー ナ ス 支 給 額 は

押 し 上 げ ら れ る だ ろ う 。ま た 、正 規・非 正 規 雇 用 者 の 待 遇 格 差 縮 小 や 人 材 確 保 の た め

に 一 部 で ボ ー ナ ス の 支 給 対 象 が 広 が っ て お り 、 こ れ も 押 し 上 げ 要 因 と な る だ ろ う 。  

  

図 表 2． 経 常 利 益 の 推 移       図 表 3． 一 人 あ た り 賃 金 の 推 移  
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図 表 4． ボ ー ナ ス を 取 り 巻 く 環 境  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2018年

夏 冬 夏 冬 夏

（15年度下期） （16年度上期） （16年度下期） （17年度上期） （17年10～12月期）

経常利益（前年同期比、％） － 5.4 4.6 16.1 － 1.5 0.9

製造業 － 20.9 0.8 42.7 1.8 2.5

非製造業 3.4 6.3 5.0 － 3.3 － 0.0

経常利益（季調値年率、兆円） 65.5 72.3 80.2 82.1 79.9

製造業 19.8 21.4 28.9 30.7 28.3

非製造業 45.7 50.9 51.3 51.4 51.7

売上高経常利益率（％、季調値） 5.06 5.58 5.97 6.00 5.70

製造業 5.17 5.69 7.40 7.81 7.01

非製造業 5.01 5.53 5.39 5.27 5.17

（15年度下期） （16年度上期） （16年度下期） （17年度上期） （17年度下期）

雇用者数（前年同期比、％） 1.3 1.5 1.3 1.4 1.4

完全失業率（％） 3.2 3.1 3.0 2.8 2.6

有効求人倍率（倍） 1.28 1.36 1.43 1.50 1.57

現金給与総額（前年同期比、％） 0.4 0.6 0.3 0.3 0.9

所定内給与（前年同期比、％） 0.4 0.1 0.3 0.4 0.6

消費者物価指数（前年同期比、％） 0.1 － 0.4 0.3 0.5 0.9

除く生鮮食品 － 0.1 － 0.4 － 0.1 0.5 0.9

（16年6月）
実績

（16年12月）
実績

（17年6月）
実績

（17年12月）
実績

（18年3月）
6月見通し

全規模・全産業 4 7 12 16 12

製造業 0 4 11 19 15

非製造業 8 9 13 14 11

（注1）日銀短観業況判断ＤIは「良い」－「悪い」、％ポイント。

（注2）雇用、賃金、物価の17年度下期は2017年10月～18年2月の平均値。

2016年

（出所）財務省｢法人企業統計｣､総務省｢労働力調査｣､｢消費者物価指数月報｣、厚生労働省｢一般職業紹介状況｣、「毎月勤労統計調査」､

（出所）日本銀行「企業短期経済観測調査」
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３．2018 年夏のボーナス見通し 

 

（１）民間企業 ～ 3 年連続で増加する 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」ベースで見た民間企業（調査産業計・事業所規模 5 人

以上）の 2018 年夏のボーナスは、一人あたり平均支給額が 37 万 1,010 円（前年比＋ 1.2％）

と、 3 年連続で増加すると予測する（図表 5）。ボーナスを算定する上で基準となる基本給

（所定内給与）は増加が続いており、夏のボーナスを押し上げる要因となる。また、春季

労使交渉において、「年収ベース」での賃上げを念頭に一時金の引き上げに応じた企業があ

ったことも、ボーナス支給額の増加につながると考えられる。  

業種別では、製造業の平均支給額は 50 万 9,931 円（前年比＋ 2.3％）と堅調に増加する

だろう（図表 6）。2017 年に輸出企業を中心に業績が改善したことが、ボーナス支給額を押

し上げる要因となると考えられる。また、中小企業にも内外需要の拡大や円安進展の効果

が波及しており、ボーナス支給額の伸びは大企業を上回るだろう。  

非製造業でも、平均支給額は 34 万 2,442 円（同＋ 1.1％）と増加が続くと予測する。製

造業よりは小幅な伸びとなるが、需要の底堅い業種のほか、人手不足が深刻な業種では、

人材流出を防ぐためにボーナスが引き上げられる可能性がある。  

一方、ボーナスが支給される事業所で働く労働者の数も増加が続くと考えられる。夏の

ボーナスの支給労働者数 4は 4,172 万人（前年比＋ 3.2％）に増加し、支給労働者割合 5も

82.2％（前年差＋ 0.5％ポイント）に上昇しよう（図表 7）。なお、雇用者に占める正規雇

用者の比率は 16 年から 17 年にかけて高まっており、これも支給総額の増加に寄与すると

考えられる。  

結果的に、2018 年夏のボーナスの支給総額（一人あたり平均支給額×支給労働者数）は、

一人あたり平均支給額の伸びは小さいものの、支給労働者数の増加に押し上げられて 15.5

兆円 (前年比＋ 4.5％ )に増加する見通しである（図表 8）。 17 年冬に続き、夏も支給総額が

順調に増加することは、個人消費にとって追い風となるだろう。  

                                                   
 
4  ボーナスが支給 される事 業所で働 く労働 者 （当該 事業所でボーナスの支給 を受けていない労働者 も含む）の数 。  
5  労働者の総数に対 して、ボーナスが支給 される事 業所で働 く労働 者 （当該 事業所でボーナスの支給 を受けてい
ない労働者 も含む）が占める割合 。  
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図 表 5． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 平 均 支 給 額 （ 前 年 比 ） と 支 給 月 数  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 表 6． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 平 均 支 給 額 （ 前 年 比 ）【 業 種 別 】  
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図 表 7． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 支 給 労 働 者 数 と 支 給 労 働 者 割 合  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 表 8． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 ： 支 給 総 額 （ 前 年 比 、 実 額 ）  
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（２）公務員 ～増加が続く見込み 

内閣人事局の発表によると、国家公務員（管理職および非常勤を除く一般行政職）の 2017

年冬のボーナス（期末・勤勉手当）は 68 万 1,500 円（前年比－ 3.3％）と前年から減少し

た。これは、職員の平均年齢の低下（ 36.3 歳→ 35.9 歳）などによりボーナスの算定基準と

なる平均給与額が減少したことに加え、ボーナス支給月数が 2.245 ヶ月分から 2.195 ヶ月

分に引き下げられたためである。ただし、支給月数の減少は、6 月期と 12 月期の配分が変

わったことによるものであり、年間支給月数は 2016 年と同じ 4.24 ヶ月分である。  

また、17 年 12 月に改正給与法が公布され、人事院勧告通り、年間の特別給が 4.40 ヵ月

分に引き上げられた。これにより、後日、差額が支給される予定となっている。  

こうした中、 18 年夏のボーナスも前年から増加する見通しである。平均支給額は 65 万

5,735 円（前年比＋ 2.1％）になると予想する（図表 9）。人事院勧告による月例給の引き上

げ（平均＋ 0.2％）を背景とした基本給の増加や、ボーナス支給月数の増加（＋ 0.05 ヶ月

分）が引き続き支給額を押し上げる要因となるだろう。  

 

図 表 9． 夏 の ボ ー ナ ス 予 測 （ 国 家 公 務 員 ）  
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